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公共工事の品質確保の促進に関する法律等の一部を改正する法律（令和６年法律第５

４号。以下「改正品確法」という。）により、公共工事の品質確保の促進に関する法律

（平成１７年法律第１８号 。以下「品確法」という。）等の一部改正が行われました。

改正品確法は、同年６月１２日に成立し、同月１９日に公布・施行されました。

また、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改

正する法律（令和６年法律第４９号。以下「改正法」という。）により、建設業法（昭

和２４年法律第１００号）等の一部改正を行いました。

改正法は、令和６年６月７日に成立し、同月１４日に公布されており、原則として公

布の日から起算して１年６か月を超えない範囲内において政令で定める日から施行され

ます。

以下はその概要です。

※上記内容については、普及・啓発の観点から、当機構の主催講習会においてポイント

をお伝えしていく予定です。

講習会の予定は、p．２９～ をご覧ください。
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●建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律

【目標・効果】・全産業を上回る賃金上昇率の達成（2024～2029年度）
（ＫＰＩ） ・技能者と技術者の週休２日の割合を原則100％（2029年度）

・ 建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長いため、
担い手の確保が困難。

概要

○契約前のルール

・資材高騰など請負額に影響を及ぼす事象(リスク)の情報は、受注者から注文者に提供するよう義務化

・資材が高騰した際の請負代金等の「変更方法」を契約書記載事項として明確化

○契約後のルール

・資材高騰が顕在化した場合に、受注者が「変更方法」に従って契約変更協議を申し出たとき
は、注文者は、誠実に協議に応じる努力義務※ ※公共工事発注者は、誠実に協議に応ずる義務

２．資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止

１．労働者の処遇改善
○労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化

国は、取組状況を調査･公表、中央建設業審議会へ報告

○標準労務費の勧告
・中央建設業審議会が「労務費の基準」を作成･勧告

○適正な労務費等の確保と行き渡り
・著しく低い労務費等による見積りや見積り依頼を禁止

国土交通大臣等は、違反発注者に勧告･公表
（違反建設業者には、現行規定により指導監督）

○原価割れ契約の禁止を受注者にも導入

３．働き方改革と生産性向上

労務費確保のイメージ

○長時間労働の抑制

・工期ダンピング対策を強化
（著しく短い工期による契約締結を受注者にも禁止）

○ICTを活用した生産性の向上

・現場技術者に係る専任義務を合理化（例．遠隔通信の活用）

・国が現場管理の「指針」を作成（例．元下間でデータ共有）

特定建設業者※や公共工事受注者に効率的な現場
管理を努力義務化 ※ 多くの下請業者を使う建設業者

・公共工事発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化
（ICTの活用で施工体制を確認できれば提出を省略可）

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和４年）

（ 参 考 １） 建 設 業 の賃 金と 労 働時 間
建 設 業 ※ 4 1 7 万 円 / 年 2 , 0 2 2 時 間 /年
全 産 業 4 9 4 万 円/ 年 1 , 9 5 4 時 間/ 年

（ 参 考 ２） 建 設 業 就業 者数 と 全 産 業に占 め る割 合( ) 内
[ H 9 ] 6 8 5 万 人 （ 10 . 4 ％） ⇒ [ R 4 ] 4 7 9 万 人 （ 7 .1 ％）
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自社
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材料費

元請

１次下請

２次下請

技術者が、カメラ映像を確認し、現場へ指示

タブレットを用いて
情報共有を円滑化

元請業者

下請業者

発注者

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省算出

処遇改善

労務費への
しわ寄せ防止
働き方改革

・
生産性向上

労働時間の適正化

現場管理の効率化

担い手の確保

持続可能な建設業へ

資材高騰分の転嫁

賃金の引上げ

設計図
・

現場写真

・ 建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけるよう、
時間外労働規制等にも対応しつつ、処遇改善、働き方改革、
生産性向上に取り組む必要。

（ ＋ 3 . 5 % ）（ ▲ 1 5 . 6 % ）

※賃金は「生産労働者」の値
出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和４年度）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化
の促進に関する法律の一部を改正する法律

国土交通省 不動産・建設経済局

建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に
関する法律の一部を改正する法律（概要）

・建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長いため、担い手の確保が困難。

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和４年）

（ 参 考 １ ） 建 設 業 の 賃 金 と 労 働 時 間

建 設 業 ※ 4 1 7 万 円 / 年 2 , 0 2 2 時 間 / 年
全 産 業 4 9 4 万 円 / 年 1 , 9 5 4 時 間 / 年

（ 参 考 ２ ） 建 設 業 就 業 者 数 と 全 産 業 に 占 め る 割 合 ( ) 内

[ H 9 ] 6 8 5 万 人 （ 1 0 . 4 ％ ） ⇒ [ R 4 ] 4 7 9 万 人 （ 7 . 1 ％ ）

背景・必要性

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省算出

処遇改善
労務費への
しわ寄せ防止
働き方改革・
生産性向上

労働時間の適正化
現場管理の効率化

担い手の確保

持続可能な建設業へ

資材高騰分の転嫁

賃金の引上げ

・建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけるよう、時間外労働規制等にも対応しつつ、
処遇改善、働き方改革、生産性向上に取り組む必要。

（ ＋ 3 . 5 % ）（ ▲ 1 5 . 6 % ）

※賃金は「生産労働者」の値
出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和４年度）

概要
１．労働者の処遇改善

○労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化
国は、取組状況を調査･公表、中央建設業審議会へ報告

○標準労務費の勧告
・中央建設業審議会が「労務費の基準」を作成･勧告

○適正な労務費等の確保と行き渡り
・著しく低い労務費等による見積りや見積り依頼を禁止

国土交通大臣等は、違反発注者に勧告･公表 （違反建設業者には、現行規定により指導監督）

○原価割れ契約の禁止を受注者にも導入

○契約前のルール
・資材高騰など請負額に影響を及ぼす事象（リスク）の情報は、受注者から注文者に提供するよう義務化
・資材が高騰した際の請負代金等の「変更方法」を契約書記載事項として明確化

○契約後のルール
・資材高騰が顕在化した場合に、受注者が「変更方法」に従って契約変更協議を申し出たときは、注文者は、誠実に協議に応じる努力義務※

※公共工事発注者は、誠実に協議に応ずる義務

２．資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止

３．働き方改革と生産性向上
○長時間労働の抑制
・工期ダンピング対策を強化（著しく短い工期による契約締結を受注者にも禁止）

○ICTを活用した生産性の向上
・現場技術者に係る専任義務を合理化（例．遠隔通信の活用）

・国が現場管理の「指針」を作成（例．元下間でデータ共有）

特定建設業者※や公共工事受注者に効率的な現場管理を努力義務化 ※ 多くの下請業者を使う建設業者

・公共工事発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化（ICTの活用で施工体制を確認できれば提出を省略可）

技術者が、カメラ映像を確認し、現場へ指示

１

令和6年6月14日公布
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背景と方向性

背景 方向性

担い手の確保が困難

2024年
４月から

H9 R4

685万人
479万人

10%
7%

建設業就業者

賃金

494万円/年

417万円/年(▲15.6%)

労働時間

1,954時間/年

2,022時間/年(＋3.5%)

契約変更
なし
43%一部

契約変更
38%

全て
契約変更
19%

N=1333(未定を除く)

就労状況の改善 → 担い手の確保

「地域の守り手」として持続可能な建設業へ

【「新４K」の実現】
給与がよい
休日がとれる
希望がもてる
＋ カッコイイ

○ 建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長い

○ 資材高騰分の適切な転嫁が進まず、労務費を圧迫

○ 時間外労働の罰則付き上限規制が適用開始

資材価格高騰分の転嫁状況

出典：一般財団法人建設物価調査会「建設資材物価指数」

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年※

資材費の高騰（指数）

※１～10月の平均

全就労者に
占めるシェア

出典： 総務省「労働力調査」を
基に国土交通省算出

出典： 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和４年）

出典： 国土交通省「適正な工期設定等による働き方
改革の推進に関する調査」（令和４年度）

建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけ

るよう、時間外労働規制等にも対応しつつ、処遇改善、

働き方改革、生産性向上に総合的に取り組む。

処遇改善

労務費への
しわ寄せ防止

働き方改革・
生産性向上

… 労働時間の適正化
… 現場管理の効率化

… 資材高騰分の転嫁

… 賃金の引上げ
建設業※

全産業

出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和４年度）

建設業就業者

※賃金は「生産労働者」の値

２

１． 処遇改善

（１）建設業者の責務、取組状況の調査

（２）労務費（賃金原資）の確保と行き渡り

（３）不当に低い請負代金の禁止

○ 労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化

○ 総価での原価割れ契約を受注者にも禁止
（現行） 注文者は、地位を利用して、原価割れ契約をしてはならない。

○ 中央建設業審議会が「労務費の基準」を作成･勧告

※○ 著しく低い労務費等 による見積り提出（受注者）や見積り変更依頼
（注文者）を禁止 ※ 施工に通常必要な労務費等を著しく下回るもの

違反して契約した発注者には、国土交通大臣等が勧告･公表
（違反して契約した建設業者(注文者･受注者とも)には、現規定により、指導･監督）

労務費確保のイメージ

国は、建設業者の取組状況を調査･公表、
中央建設業審議会に報告

（処遇改善の施策）

Ｐ

D
C

A

PDCA

【国】
取組状況を調査･公表

【国】
中央建設業審議会への報告

（施策の見直し）

【建設業者】
処遇確保に努力

賃金

２次下請の
技能労働者

自社
経費

労務費

著しく
下回る
見積り･
契約を
禁止

労務費

下請
経費

自社
経費

著しく
下回る
見積り･
契約を
禁止

労務費

␫
ఏ
૆
ௌ
ਜ
ા
␬

中
央
建
設
業
審
議
会
が
勧
告

下請
経費

自社
経費

材料費

元請

１次下請

２次下請

注
文
者

受
注
者

見積り変更依頼

見積り提出

著しく低い労務費
は禁止

３
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２． 資材高騰に伴う労務費のしわ寄せ防止

契約前のルール

○ 資材高騰に伴う請負代金等の「変更方法」を
契約書の法定記載事項として明確化

○ 受注者は、資材高騰の「おそれ情報」を
注文者に通知する義務

なし

あり

契約変更条項

41
％

59
％

（出典）国土交通省「適正な工期設定等による
働き方改革の推進に関する調査」（令和４年度）

契約後のルール

資材高騰等が顕在化したとき

○ 契約前の通知をした受注者は、注文者に請負代金等
の変更を協議できる。

受注者注文者

「変更方法」に従って
請負代金変更の協議

誠実な協議に努力

期待される効果

資材高騰分の転嫁協議が円滑化、労務費へのしわ寄せ防止

注文者は、誠実に協議に応ずる努力義務※

※ 公共発注者は､協議に応ずる義務

契約書
第○条 請負代金の変更方法

・ 材料価格に著しい変動を生じたと
きは、受注者は、請負代金額の変更
を請求できる。

・ 変更額は、協議して定める。

４

受注者

「資材高騰のおそれあり」

注文者

３． 働き方改革と生産性向上

（２）生産性向上（１）働き方改革
① 工期ダンピング※対策を強化

※ 通常必要な工期よりも著しく短い工期による契約

中央建設業審議会が「工期の基準」を作成･勧告

○ 新たに受注者にも禁止
（現行）注文者は､工期ダンピングを禁止

② 工期変更の協議円滑化

○ 受注者は、資材の入手困難等の「おそれ情報」
を注文者に通知する義務

（注）不可抗力に伴う工期変更は、契約書の法定記載事項（現行）

○ 上記通知をした受注者は、注文者に工期の
変更を協議できる。

注文者は、誠実に協議に応ずる努力義務※

※ 公共発注者は、協議に応ずる義務

(参考) 工期不足の場合の対応

１位 作業員の増員 25％
２位 休日出勤 24％
３位 早出や残業 17％

違反した建設業者には、指導･監督

４割超

① 現場技術者の専任義務の合理化

② ICTを活用した現場管理の効率化

○ 国が現場管理の「指針」を作成

○ 公共発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化
（ICT活用で確認できれば提出は不要に）

※
特定建設業者 や公共工事受注者に対し、
効率的な現場管理を努力義務化
※多くの下請け業者を使う建設業者

3,500万

4,000万

政令の額

（従前）

専任不要

専任

（請負額）

（R5.1 引上げ済）

（条件を満たす場合）

兼任可

営業所専任技術者の

兼任不可

（注）請負額の基準額は、建築一式工事にあっては２倍の額

（改正後）

専任不要

営業所専任技術者の
兼任可

専任

【主な条件】

・兼任する現場間移動が容易

・ICTを活用し遠隔からの
現場確認が可能

・兼任する現場数は一定以下

＜例＞遠隔施工管理

設計図
・

現場写真発注者

（請負額）

元請業者

下請業者

＜例＞ 元下間のデータ共有

（出典）国土交通省「適正な工期設定等による働き方改革の推進に関する調査」（令和４年度）

契
約
前

契
約
後

５
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各法律の新旧対照条文はこちらからご覧ください。
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国土交通省では、平成１９年度より、建設工事の施工体制、元請下請間の取引等の適

正化を図るため、各地方整備局等に局長をトップとする「建設業法令遵守推進本部」を

設置しています。「建設業法令遵守推進本部」は、建設業法の遵守、請負契約の適正な

締結・履行等につき、関係行政機関と連携しつつ、一般国民を含む幅広い情報を集約

し、機動的に立入検査を実施し、指導、監督処分等を行っています。

令和５年度の活動結果及び令和６年度活動方針が、本年７月に公表されました。以下

はその公表内容です。

特 集

令和５年度「建設業法令遵守推進本部」の活動結果及び令和６年度の活動

方針
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令 和 ６ 年 ７ 月

不 動 産 ・ 建 設 経 済 局 建 設 業 課

令和５年度「建設業法令遵守推進本部」の活動結果及び令和６年度の活動方針

令和５年度の推進本部の活動状況及び令和６年度の活動方針は、以下のとおりです。

１．法令違反疑義情報等の受付件数

令和５年度

法令違反疑義情報等受付件数 3,834 件

（参考）うち「駆け込みホットライン」の受付件数は 1,516 件。

２．立入検査等の実施件数 

令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度

立入検査等の実施 806 件 884 件 858 件 451 件 613 件

※令和４・５年度にはモニタリング調査の件数（R4：149 件、R5：186 件）を含む。

３．建設業の法令遵守に関する講習会の開催件数

令和５年度 令和４年度

講習会の開催（都道府県との共同開催含む） 72 回 45 回

※ 講習会の開催のほか、以下の建設業法令遵守に関する説明動画を国土交通省の YouTube チャンネルに掲載

・建設業法令遵守ガイドライン改訂に関する説明動画 ： 視聴回数約 37,436 回（令和６年６月２８日現在）

・建設企業のための適正取引ハンドブック（第３版）説明動画 ： 視聴回数約 14,674 回（令和６年６月２８日現在）

４．監督処分・勧告の実施概要

令和5年度 主な処分事由

許可取消 1 業者 営業所の実態なし１件

営業停止

請負契約に関し不誠実１件、官製談合防止法・公契約関係競売等妨害等２件、無許可業者との下請契約１

13 業者 件、資格要件を満たさない技術者の監理技術者・主任技術者配置４件、経営事項審査の虚偽申請（資格要件

を満たさない技術者の申請）２件など

指 示 9 業者 労働安全衛生法違反６件、資格要件を満たさない技術者の営業所専任技術者配置３件

勧 告 68 業者
下請契約の締結について４７件、追加・変更契約について２０件、

下請代金の見積・決定について１０件など

文書指導等 388 業者

※ 「大臣許可業者」に対する監督処分等の件数

※ １件の監督処分等に複数の処分事由が含まれることがあるため、監督処分等の件数とその内訳の件数とは一致しない場合がある

５．令和６年度における活動方針

法令遵守の徹底に向けて、建設業法令遵守ガイドラインの周知をはじめとする、各種取組を継続していきます。詳細に

ついては、別添を参照ください。

                 

国土交通省では、平成１９年４月１日より各地方整備局等に「建設業法令遵守推進本部」（以下「推進本部」と

いう。）を設置するなど、建設業の法令遵守体制の充実を図っています。

今般、令和５年度における推進本部の活動結果及び令和６年度における活動方針がまとまりました。
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令和６年７月 

 

令和６年度 建設業法令遵守推進本部 活動方針 

 

建設業法令遵守推進本部では、平成１９年の創設以来、「駆け込みホットライン」の開設

をはじめ、建設業者が守るべき下請取引上のルールを示した「建設業法令遵守ガイドライ

ン」や受発注者間の取引適正化のための「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイ

ドライン」 の策定・周知、立入検査の実施等を通じ、建設工事の請負契約における発注者

と元請負人、元請負人と下請負人の対等な関係の構築及び公正かつ透明な取引の推進に努

めている。 

本年６月に、改正建設業法が公布され、技能労働者の賃金原資である労務費の確保とそ

の行き渡りのための措置が講じられた。総価としての請負代金については、注文者（発注

者及び元請負人をいう。以下同じ。）が指値発注などにより、請負人と不当に低い請負代金

で契約することが禁止されているが、これに加え、今後は、国が示す「適正な労務費の基

準」を著しく下回る労務費の見積りや、当該基準を著しく下回ることとなる労務費への変

更依頼・契約が禁止されることから、こうした新たに措置されたルールを遵守して、適正

に価格交渉を行うことにより、適正な労務費の確保とその行き渡りを図っていく必要があ

る。 

このため、発注者を含めた請負契約の各当事者に対して、価格交渉に係る既存ルールの

徹底や新ルールを踏まえた適切な対応、不適当な取引の改善を強く求めていく必要がある。 

地方整備局等の建設業法令遵守推進本部においては、今年度、下記により、建設Ｇメン

をはじめとした、法令遵守に関する活動を進めていくものとする。 

 

１．建設Ｇメンの実地調査 

 

①  運用方針 

建設Ｇメンの実地調査は、広く取引実態を把握した上で、その後の改善指導等に繋げて

いく観点から、特定の規模の工事や建設業者、時期に限定することなく、業界全体を対象

に実施していく。その上で、実地調査をより効率的に行うため、書面調査を大幅に拡大し、

そこで把握した疑義情報や、「駆け込みホットライン」に寄せられた通報を活用して、違

反の疑いのあるものを優先して実施し、注意喚起などの改善指導を行っていく。また、確

度の高い疑義情報を収集すること等を目的に、下請Ｇメン等と連携を図り、取組をより効

果的に行っていく。 

実地調査により違反のおそれを把握した場合には、建設業許可部局による強制力のあ

る立入検査等に繋げていくなど、運用の工夫を行いながら、実効性を確保していく。 

 

②  主な調査内容 

これまで、注文者による指値発注や一方的な請負代金の減額など、総価としての請負代

金に係る不適正な取引行為について、主に調査を行い、その改善を図ってきている。 
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他方、令和５年１１月に「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（内閣

官房・公正取引委員会）が策定されており、労務費の価格交渉について、注文者と受注者

のそれぞれが採るべき行動・求められる行動が１２の行動指針として示されている。例え

ば、注文者に対しては、受注者から取引価格の引き上げを求められた場合には、協議のテ

ーブルにつくことなどが採るべき行動として示されているが、特に、注文者が本指針に沿

わない行為をした場合、独占禁止法上問題となりうるため、本指針に基づいた適切な対応

が強く求められている。 

また、改正建設業法が公布され、国が示す「適正な労務費の基準」を著しく下回る見積

りや、当該基準を著しく下回ることとなる額への変更依頼・請負契約の締結が禁止される

とともに、資材価格等の高騰に伴う請負代金変更に係る協議ルールの整備など、技能労働

者の賃金原資である労務費の確保とその行き渡りのための措置が講じられた。新たに措置

されたこれらのルールの施行を見据え、当該ルールに係る取引実態を先行的に調査すると

ともに、新ルールを踏まえた適切な対応、不適当な取引の改善を強く求めていく必要があ

る。 

加えて、本年４月から、建設業に対する時間外労働規制の適用が始まった。今後は、長

時間労働の是正はもとより、週休２日（４週８休含む）の確保をはじめとした、適正な工

期設定による建設業の働き方改革を推進していく必要がある。 

以上を踏まえ、今年度、建設Ｇメンの実地調査は、請負代金、労務費、工期の３点に重

点をおいて、発注者、元請負人、下請負人に対して、主に以下について調査をし、不適当

な取引に対して改善指導等を行うことにより、取引の適正化を図っていく。 

なお、実地調査の対象工事において、建設資材業者や運送事業者などの建設工事の関連

事業者との取引がある場合には、できる限りその内容も調査するとともに、適切な配慮を

呼びかけていく。 

 

（１） 適正な請負代金・労務費の確保 

技能労働者の適正な賃金水準を確保していくためには、その前提として、発注者・元

請間、元請・下請間のいずれにおいても、適正な請負代金による契約が不可欠である。 

注文者が、自己の取引上の地位を不当に利用して、請負人と不当に低い請負代金で契

約することは禁止されているが、これに加え、今後、改正建設業法により、建設業者が

「適正な労務費の基準」を著しく下回る労務費で見積りを行うことや、注文者が当該基

準を著しく下回ることとなる労務費への変更を依頼し、契約をすることが禁止される。 

そのため、労務費の交渉に係るこれらの新たなルールの施行を見据え、建設業者が注

文者に提出した労務費の見積りの算出根拠や算出した見積額が不適当な金額となって

いないか、注文者が労務費の見積額の変更を依頼した場合には当該変更後の労務費の

算出根拠、当該算出した見積額が不適当な金額となっていなか等について確認を行う。

また、総価としての請負代金が不当に低くなっていないか、見積りから請負代金の決定

に至るプロセスにおいて、指値発注など注文者が自己の取引上の地位を不当に利用し

ていないかについて確認を行うとともに、新たなルールについて周知をし、適切な対応

を呼びかけていく。 
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また、昨年１０月から、インボイス制度が開始されている。これまでも、元請負人が、

免税事業者である下請負人との取引において消費税相当額を一方的に減額することや、

元請負人が下請負人に課税事業者への転換を要請し、それに応じて転換したにもかか

わらず、元請負人が下請負人と協議することなく、一方的に単価を据え置くことは、建

設業法や独占禁止法上問題となりうる旨周知してきている。実地調査においては、元請

負人に、こうした不適正な取引行為がないかを確認するとともに、改めて、下請負人と

の取引にあたっては、消費税相当額の取引価格への反映の必要性等について十分に協

議を行うことなどについて周知する。 

 

（２） 適切な価格転嫁 

労務費を含めた適切な価格転嫁による適正な価格設定を行うためには、請負契約の

当事者が対等な立場で価格交渉を行うとともに、元請負人は、直接の取引先である下請

負人が再下請負人との取引において適正な価格を設定すべき立場にあることを意識し

ながら価格交渉に臨むことが重要である。 

労務費の価格交渉については、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」

において、注文者及び受注者それぞれが採るべき行動・求められる行動が１２の行動指

針として示されていることを踏まえ、これらの行動が適切に採られているかを確認す

るとともに、注文者が指針に沿わない行動をしていた場合には、独占禁止法に抵触する

おそれがあることから、必要に応じて、公正取引委員会に情報提供を行う。 

また、契約締結後に、下請負人の責めに帰さない理由により、施工に必要な経費が上

昇した場合などは、元請負人と下請負人で適切に請負代金の変更協議を行い、価格転嫁

を行う必要があることから、当該変更協議の実施状況や、変更協議を申し出るための請

負代金の変更規定が設定されているか否か等の確認を行う。 

さらに、改正建設業法により、資材価格の高騰等を踏まえた転嫁協議を円滑化するた

め、請負代金変更の協議ルールが整備されたことを踏まえ、受注者から注文者に対する

変更協議の申出の状況や、申出を踏まえた注文者の変更協議への対応状況等について

確認を行うとともに、新たなルールについて周知をし、適切な対応を呼びかけていく。 

 

（３） 適正な工期の設定 

適正な工期設定による働き方改革を推進する観点から、本年３月に「工期に関する

基準」（令和２年７月中央建設業審議会作成・勧告）が改訂され、建設業者は時間外労

働規制を遵守した適正な工期による見積提出に努めなければならないこと、また、発注

者は時間外労働規制を遵守した適正な工期による見積が建設業者から提出されたとき

は、その内容を尊重することなどが明記された。 

これらを踏まえ、請負契約（工期変更に伴う契約変更を含む。）の締結の際に、建設

業者が工期の見積りを適正に行っているか、また、建設業者が見積もった工期が実工期

に反映されているか、実工期による時間外労働の状況等について確認を行うとともに、

工期の設定にあたって考慮した「工期に関する基準」の内容等を確認する。 

また、効果的に調査を行う観点から、昨年度に引き続き、労働基準監督署と連携して
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工期の合同調査を実施する。 

 

（４） 適正な下請代金の支払い 

技能労働者の雇用の安定を図る上で、下請代金を現金で支払うことは重要である。建

設業法では、元請負人は、下請代金のうち労務費に相当する部分については、現金で支

払うよう適切に配慮しなければならない旨規定するとともに、元請負人が特定建設業

者である場合には、「割引困難な手形」で下請代金を支払うことを禁止している（建設

業法第２４条の６第３項）。 

これらを踏まえ、請負契約において少なくとも労務費相当分については現金払とす

るよう支払条件を設定しているか、支払において手形を併用する場合には、「割引困難

な手形」となっていないか、また、手形の割引料等のコストを一方的に下請負人の負担

としていないか等について確認を行う。 

また、本年１１月から、下請代金支払遅延等防止法における「割引困難な手形」の運

用が変更され、公正取引委員会においては、手形の期間が６０日を超える手形を「割引

困難な手形」として指導の対象にすることとしている。これを踏まえ、建設業法第２４

条の６第３項の「割引困難な手形」についても、本年１１月から、手形の期間が６０日

を超える手形を、同項が禁止する「割引困難な手形」に違反するおそれがあるものとし

て、指導の対象にすることとしている。この手形期間の短縮については、これまでも、

建設業法令遵守ガイドラインや各種通知等を通じて周知を図っているが、１１月の運

用開始に向けて、周知の徹底を図っていく。その際、政府の方針として、令和８年の約

束手形の利用廃止に向けて取組を促進していく旨が閣議決定されていることをあわせ

て周知するとともに、下請契約のみならず、発注者を含めたサプライチェーン全体で、

手形の期間短縮等の支払手段の適正化や、前払い比率を高める等の支払条件の改善を

図っていく必要があることから、実地調査等を通じて発注者等に適切な対応を求めて

いく。 

 

２．法令違反疑義情報の収集 

地方整備局等に設置されている「駆け込みホットライン」や「建設業フォローアップ相

談ダイヤル」（以下「相談通報窓口」という。）は、相談窓口としての役割に加え、法令違

反疑義情報の通報窓口としての役割も担っている。 

これまでも、法令違反の早期発見を図る観点から、相談通報窓口の周知を図っている

ところであるが、引き続き、建設業許可通知書や経営事項審査結果通知書を送付する際

にリーフレットを同封するなど、その周知を図っていく。 

また、相談通報窓口に通報があった場合において、通報者が秘匿を希望したときには、

通報者が被通報者により特定されて不利益な取り扱いを受けることがないよう、実地調

査や立入検査の方法を工夫するなど、通報者の保護に特に努めるとともに、 以下の点に

留意する。 

「不利益取扱いの禁止（建設業法第２４条の５）」の規定の趣旨を踏まえ、元請負人

の報復等から下請負人を保護することの重要性に鑑み、その後の相談者の取引状況を
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適時フォローすること。 

通報を端緒として元請負人に対して指導監督を行った事案について、その後の元請負

人の改善状況を適時フォローすること。 

 

３．立入検査の実施 

相談通報窓口への通報により法令違反が疑われる建設業者や、建設Ｇメンの実地調査

等により法令違反のおそれを把握した建設業者、営業所の実態に疑義のある建設業者、

必要な実務経験等を有する技術者の配置に疑義のある建設業者、過去に指導監督を受け

た建設業者等を中心に、立入検査を機動的に実施してく。 

 

４．建設業取引適正化推進期間 

令和２年度以降、毎年１０月から１２月の３ヶ月間を「建設業取引適正化推進期間」

（※）と位置付け、講習会の開催をはじめ、取引適正化に向けた普及啓発に関する活動等

を重点的に行っている。今年度は、改正建設業法が公布されたことを踏まえ、普及啓発に

関する活動の強化に努めるものとする。 

また、建設Ｇメンについても、当該期間を「集中月間」と位置づけ、とりわけ重点的に

取組を行うものとする。 

  ※令和元年度までは、毎年１１月を「建設業取引適正化推進月間」として活動 

 

５．関係機関との連携 

（１） 時間外労働規制の適用が始まったことも踏まえ、昨年度に引き続き、都道府県労働

局や労働基準監督署と連携して、「都道府県建設業関係労働時間削減推進協議会」や「建

設業に対する労働時間等説明会」の開催などを通じ、民間発注者等に対して、適正な工

期設定を働きかけていく。 

（２） 建設関係団体との情報・意見の交換を積極的に行い、そのなかで、改正建設業法に

より措置された、新ルールを踏まえた適切な対応を強く求めていくとともに、研修会

を合同で開催するなど、新ルールの周知に努める。 

（３） 不良・不適格業者に対しては、情報を確知した場合の速やかな情報共有や合同立入

検査の実施、営業状況の継続的な把握等について、国土交通省と都道府県の建設業許

可部局間で連携・協力して対応するほか、必要に応じて、関係部署と連携して適切な対

応を図る。 

 

６．その他 

（１） 建設工事の請負契約を巡る元下間のトラブルや苦情相談等に応じる「建設業取引適

正化センター」について、引き続き周知を図る。 

（２） 技能労働者がその技能と経験に応じた適正な評価や処遇を受けられる環境整備等を

図る観点から、建設キャリアアップシステムや建設業退職金共済制度の普及に向けた

必要な周知を行う。 

（３）資源有効利用促進法の省令改正により、対象工事の元請業者に対して、建設発生土
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の搬出先等を記載した再生資源利用（促進）計画書の発注者への説明と建設現場への掲

示、搬出先が盛土規制法の許可地であるか等の事前確認及び最終搬出先までの確認等

が義務化されたことを受け、当該制度の周知を図るとともに、適切な対応を促す。 

（４）規制逃れを目的とした一人親方対策として、元請負人（施工体制台帳等の作成が義

務付けられている工事を発注者から直接請け負った建設業者）は、当該工事の施工に従

事する全ての下請負人に対して、一人親方との再下請負通知書や請負契約書（写し）の

提出を求めるとともに、適切な施工体制台帳等を作成しなければならないことなど、法

令遵守の徹底に向けた必要な周知を実施する。周知には「社会保険の加入に関する下請

指導ガイドライン」やリーフレット「みんなで目指すクリーンな雇用・クリーンな請負

の建設業界」を活用する。 
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本
年
６
月
に
改
正
建
設
業
法
が
公
布
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れ
、
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労
務
費
の
基
準
」
を
著
し
く
下
回
る
見
積
り
や
契
約
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禁
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な
ど
、
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能
労
働
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の
賃
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原
資
で
あ
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労
務
費
の
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保
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そ
の
行
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渡
り
の
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新
た
な
ル
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。
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踏
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対
応
、
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取
引
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善
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強
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く
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令
和
６
年
度
は
、
書
面
調
査
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大
幅
に
拡
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し
て
、
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実
地
調
査
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、
実
地
調
査
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は
、
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注
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元
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た
に
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た
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る
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査
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、
既
存
ル
ー
ル
や
労
務
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の
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況
を
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不
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引
行
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て
改
善
指
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等
を
行
い
、
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て
い
く
。

建 設 Ｇ メ ン の 実 地 調 査

適
正
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請
負
代
金
・
労
務
費
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適
正
な
工
期
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設
定

適
正
な
下
請
代
金
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支
払

注
文
者
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、
指
値
発
注

や
一
方
的
な
請
負
代
金
の
減

額
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し
て
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い
か
、
ま
た
、

総
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負
代
金
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注
文
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積
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労
務
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負
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費
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を
一
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減

額
し
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な
い
か

（
イ

ン
ボ
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係
）

等

注
文
者
が
、
「
労
務
費
の
適
切
な
転
嫁
の
た
め
の
価
格
交
渉
に
関
す
る
指
針
」
(
令
和
５
年
１

１
月
２
９
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内
閣
官
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公

正
取
引
委
員

会
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さ

れ
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行
動
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採
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行
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か

労
務
費
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資
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価
格
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騰
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踏
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た
請
負
代
金
や
工
期
の
変
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に
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受
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、
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況

等

「
工
期
に
関
す
る
基
準
」
に
基
づ
き
、
受
注
者
は
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外
労
働
の
上
限
規
制
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適
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工
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積
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、

ま
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、
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文
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工
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見
積
内
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重
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注
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に
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る
規
制
違
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助
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し
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工
期
設
定
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工
期
に
関
す
る
基
準
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の
考
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状
況
、
設
定
さ
れ
た
工
期
に
よ
る
時
間
外
労

働
の
状
況

等
※
 
効
果
的
に
調
査
を
行
う
た
め
、
労
働
基
準
監
督
署
と
連
携
し
て
工
期
の
合
同
調
査
を
実

施

下
請
代
金
の
支
払
に
手
形
を
利
用
し
て
い
る
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合
、
手
形
の
割
引
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等
の
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に
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負
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事
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者
）
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請
代
金
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超
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※
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形
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縮
等
に
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い
く
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者
の
手
形
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間
等
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調
査

下
請
代
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の
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ち
労
務
費
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当
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分
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現
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払
っ
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か

等

令
和
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度
の
建
設
Ｇ
メ
ン
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（
建
設
業
法
令
遵
守
推
進
本
部
の
活
動
方
針
［
令
和
６
年
度
］
）

【
主
な
調
査
項
目
等
】

【
主
な
調
査
内
容
】

立
入
検
査
の
実
施

建
設
業
取
引
適
正
化
推
進
期
間

法
令
違
反
疑
義
情
報
の
収
集

関
係
機
関
と
の
連
携

違
反
の
お
そ
れ
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把
握
し
た
建
設
業
者
に
対
し
て
強
制
力
の
あ
る
立
入
検
査
を
実
施

法
令
違
反
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通
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あ
る
「
駆
け
込
み
ホ
ッ
ト
ラ
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ン
」
を
引
き
続
き
周
知
。
ま
た
、
通
報
が
あ
っ
た
場
合
の
対
応
と
し
て
、
通
報
者
が
被
通

報
者
に
よ
り
特
定
さ
れ
て
不
利
益
な
取
り
扱
い
を
受
け
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
通
報
者
の
保
護
に
特
に
努
め
る

1
0
～
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月
を
「
建
設
業
取
引
適
正
化
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間
」
と
位
置
付
け
、
法
令
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守
に
向
け
た
普
及
啓
発
を
重
点
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に
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施

建
設
Ｇ
メ
ン
も
、
同
期
間
を
「
集
中
月
間
」
と
位
置
付
け
、
と
り
わ
け
重
点
的
な
取
組
を
実
施

都
道
府
県
労
働
局
や
労
働
基
準
監
督
署
と
の
連
携
に
よ
る
、
「
都
道
府
県
建
設
業
関
係
労
働
時
間
削
減
推
進
協
議
会
」
や
「
建
設
業
に
対
す
る
労
働

時
間
等
説
明
会
」
の
開
催
等
、
発
注
者
等
に
対
す
る
適
正
な
工
期
の
設
定
に
向
け
た
働
き
か
け

に 向 け た法 令 遵 守

そ の 他 の 取 組

適
切
な
価
格
転
嫁

労
務
費
指
針
へ
の
対
応
状
況

資
材
価
格
の
転
嫁
協
議
状
況
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１．センター設立の目的・概要及び実施体制

建設業取引適正化センター業務は、建設業における競争の激化に伴い増大していま

す。元請・下請間等の建設工事の請負契約をめぐるトラブル・苦情、相談等、行政指導

による問題解決が困難な工事代金の未払い等について、紛争解決やトラブル防止に向

け、相談者に助言を行うとともに、建設業法及び関係法令違反と思われる相談案件に対

しては、所管行政機関の紹介を行う等により、可能な限り円滑な解決が図られるよう支

援し、紛争を未然に防止することを目的としております。

具体的には、建設工事の請負契約をめぐる紛争について、発注者や建設業者が建設業

取引適正化センター（以下「センター」という。）に相談を申し込むことにより、紛争

相談を担当する弁護士等の有識者（以下「相談指導員」という。）や相談員に無料で相

談できる制度です。

センターは相談者の利便性を考慮して東京及び大阪に設置し、またこれらを統括する

建設業取引適正化推進本部を建設業適正取引推進機構内に組織して、本部長、管理技術

者を置いています。

センター東京及びセンター大阪の設置場所等は次のとおりです。

センター東京
東京都千代田区五番町１２－３ 五番町ＹＳビル３Ｆ

電話 ０３－３２３９－５０９５

センター大阪
大阪府大阪市中央区上町Ａ－１２ 上町セイワビル ３Ｆ

電話 ０６－６７６７－３９３９

センター東京及びセンター大阪には、建設業の取引について専門的な知識を有する相

談員及び相談指導員をそれぞれ置いています。

相談指導員には、弁護士、土木専門家、建築専門家等、いずれも建設業の実務に精通

した者から選定されています。弁護士はセンター東京に月３回、センター大阪に月３

回、土木専門家及び建築専門家はセンター東京に月２回、センター大阪に月２回勤務す

ることとしています。

なお、以上に述べたセンターの組織体制は、次のとおりです。

特 集

令和５年度 建設業取引適正化センターの活動状況
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【建設業取引適正化センター組織図】

２．業務の実施について

（１）相談業務の手続き

相談業務は、次のような基本的方針に基づき実施しています。

① 相談者から電話による相談申込みがあった場合には、応対した相談員が必要事項

を聴取して相談申込書を作成します。

② 郵便、ＦＡＸ又は電子メールでの相談を希望した場合には、予め相談申込書の様

式に、相談者の氏名、会社名、相談分野、紛争の内容等を記入してもらい、相談

に応じています。

③ 相談者が面談による相談を希望した場合には、相談の日時・場所を決めて相談指

導員等が対応しています。
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（２）具体的な相談対応

建設工事の請負契約にめぐる紛争は、限定された分野の定型的な紛争のように捉えら

れがちですが、実際に持ち込まれる紛争の内容は多種多様です。紛争の内容、相談者の

性格や心情、求めている解決の方向などは個別性が強いため、センターとしては、概ね

次のとおり個別の相談に対応してきています。

① 元請・下請関係等の紛争の円滑な解決に資する「サポート・センター」を目指しま

した。

② 相談者からの求めに応じて、建設業法並びに労働基準法等関係法令を所管する行政

機関等の紹介、あるいは他の紛争相談機関、審査機関、法律相談センター等の紹介

を行いました。

③ 相談者の主張、説明を十分聴取したうえで、これを整理し、建設業法や「建設業法

令遵守ガイドライン」等の考え方を説明し、助言しました。

④ 相談者が小規模事業者の場合は、弁護士等に依頼することが困難で、主張したいこ

とが論理的に整理されていないことが多いため、相談者の話を十分に聴取した上で

何を主張したいのか、論点の整理をしつつ助言を行うように努めました。

⑤ 適正化センターの相談業務は、相談者の主張、説明等を聴取することに止め、相手

方(元請等)の主張等の聴取、証拠収集等は行いません。

⑥ 相談者の主張等を聴取した結果、必要な場合には、裁判所への申し立て手続き及び

建設工事紛争審査会等の適切な紛争処理機関を紹介しました。

⑦ 建設工事紛争審査会に申請を希望する相談者に対しては、申請のため必要な書類・

手続等についても指導を行いました。

３．相談件数

（１）相談件数の推移

建設業取引適正化センターは、平成２１年７月２９日に東京（センター東京）及び大

阪（センター大阪）で開設して以降、平成２２年度から令和５年度まで継続して設置し

ております。

その間に受け付けた相談件数の年度別推移は表１のとおりで、累計で約２万件に上っ

ています。

近年の傾向として、平成３０年度までの数年間は１，２００～１，３００件台に留ま

っていましたが、令和元年度に６年ぶりに１，４００件台となり、令和２年度は１，３

５０件と減少したものの、令和３年度は１，４０８件、令和４年度は１，５２８件、令

和５年度は１，６０４件と３年連続の増加となり、１１年ぶりに１，６００件を超える

件数となりました。

なお、センター東京とセンター大阪の割合は概ね６：４～７：３で推移しています。
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表１ 過去１２年間の相談件数の年度別推移（件）

年度 センター東京 センター大阪 合 計 対前年度比(%)

平成２４年度 1,038 638 1,676 10.6

平成２５年度 848 597 1,445 △13.8

平成２６年度 802 478 1,280 △11.5

平成２７年度 813 450 1,263 △1.3

平成２８年度 920 428 1,348 △6.7

平成２９年度 896 468 1,364 1.2

平成３０年度 866 461 1,327 △2.7

令和元年度 950 524 1,474 11.1

令和２年度 896 454 1,350 △8.4

令和３年度 974 434 1,406 4.3

令和４年度 954 574 1,528 8.5

令和５年度 994 610 1,604 5.0

累計(※) 13,308 7,417 20,725 －

※ 平成２１～２３年度分を含みます。

（２）相談アクセスの経路

表２は相談アクセスの経路で、相談者に対して適正化センターの存在を何で知ったか

聞いた結果です。

令和５年度は、昨年度と同様に、機構ホームページ等経由(２９．６％)、下請駆け込

み寺等経由(２５．２％)、労働基準監督署経由(２３．７％)が上位を占めており、この

三つの合計で１，２５８件(７８．４％)に上りました。下請駆け込み寺経由の中には、

労働基準監督署から回されたというものも多くなっています。

「労働基準監督署経由」の相談は、建設現場での下請負等の就業形態の特異性から

「雇用」か「請負」かの区別が判然としない事情もあって適正化センターに回されてく

るケースが依然として多くなっています。

2024年7月　CITIO

－21－



表２ 相談アクセスの経路

令和５年度 令和４年度

件数 構成比％ 件数 構成比％

１ 機構ホームページ等 474 29.6 375 24.5

2 リーフレット 10 0.6 10 0.7

3 業界紙・業界団体 5 0.3 1 0.01

4
駆け込みホットライン等

（国土交通省関係）
106 6.6 115 7.5

5 都道府県（市町村） 45 2.8 71 4.6

6
下請かけこみ寺等

（中小企業庁関係）
404 25.2 398 26.0

7 建設工事紛争審査会 5 0.3 16 1.0

8 公正取引委員会 123 7.7 151 9.9

9 労働基準監督署 380 23.7 353 23.1

10 消費者センター等 6 0.4 6 0.4

11 同業者 5 0.3 2 0.1

12 その他 41 2.6 28 1.8

合 計 1,604 100.0 1,528 100.0
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４．相談内容

（１）紛争内容類型別件数

表３は紛争内容類型別件数であり、令和５年度の特徴としては、「下請代金の争い」

が増加し(１，０５３件、６５．６％)、その分「その他」が減少した(３５５件、２

２．１％)ということがあげられます。

表３ 紛争内容類型別件数

令和５年度 令和４年度

件数 構成比％ 件数 構成比％

１ 工事瑕疵 90 5.6 52 3.4

2 工事遅延 13 0.8 11 0.7

3 工事代金の争い 39 2.4 27 1.8

4 契約解除 54 3.4 39 2.6

5 下請代金の争い 1,053 65.6 882 57.7

6 その他 355 22.1 517 33.8

合計 1,604 100.0 1,528 100.0

このほかの紛争事案は少数であり、「工事瑕疵」が５．６％、「契約解除」が

３．４％、「工事代金の争い」が２．４％、「工事遅延」が０．８％となっています。

「工事瑕疵」では下請の施工上のミスによる事後的なトラブルが多いですが、下請側

からみればその責任の所在や費用分担割合を問題にされるケースが見られます。

「契約解除」は、建設工事において元・下間での施工状況や代金支払いをめぐるトラ

ブルにより上位から下位に、あるいは下位から上位に対して契約を解除して現場からの

排除や離脱をするトラブルで、それに伴う損害賠償請求が問題となっています。

「その他」は３５５件２２．１％であり、上記１から５のいずれの類型にも該当しな

い相談です。 相談内容で分類すると、（ⅰ）建設業法令等関係（建設業法違反、建設業

法の解釈・運用等）」と（ⅱ）「それ以外のもの」に分けることができます。

（２）元・下間の「下請代金の争い」に関する原因類型別件数

表４は元・下間の「下請代金の争い」に関する原因類型別件数です。「債権額は確定

しているが不払い」が最も多く、５４．５％を占めています。債権額が確定しているに

もかかわらず不払いとなっている事情としては、「(何ら)理由を示さ(れ)ず」が多く、

続いて「資金繰りが厳しい」「上位業者から請負代金がもらえないから払えない」等が

挙げられます。

2024年7月　CITIO

－23－



一方、「請負契約の内容が不明確なため不払い」は３．７％と少ないですが、契約内

容が明確でない場合でも下請代金の請求金額自体に争いのない場合は「債権額は確定し

ているが不払い」に分類していることによります。

「工事施工不良(出来栄え)を理由として減額・不払い」２．５％では、元請側は当初

は下請の出来栄えに対する態度を明らかにせず、下請から下請代金支払のための法的措

置を講ずる旨の催告等が告げられた段階で、その施工不良を理由とする不払いを主張し

てくるケースがあります。また、元請から下請の瑕疵工事に伴う相殺主張も見受けられ

るなど、下請側からみれば元請との下請代金不払い問題はより複雑、深刻化している実

態もあります。

表４ 元・下間の「下請代金の争い」に関する原因類型別件数

令和５年度 令和４年度

件数 構成比％ 件数 構成比％

Ａ
債権額が確定しているが

不払い
574 54.5 497 56.3

Ｂ
請負契約の内容が不明確な

ため不払い
39 3.7 50 5.7

Ｃ
工事施工不良（出来栄え）を

理由として減額・不払い
26 2.5 24 2.7

Ｄ 相手方の失踪等 29 2.8 27 3.1

Ｅ 相手方の倒産等 23 2.2 27 3.1

Ｆ 赤伝処理等 208 19.8 142 16.1

Ｇ
追加工事等に伴う追加額の

不払い
48 4.6 49 5.6

Ｈ その他 106 10.1 66 7.5

合計 1,053 100.0 882 100.0

「追加工事等に伴う追加額の不払い」４．６％では、施工途中での変更・追加工事に

際して書面による変更・追加契約がなされないまま完了を迎え、事後的に契約の有無や

請負工事金額の範囲内か否か等でトラブルとなるケースが多くなっています。

「赤伝処理等」１９．８％では、国交省の「建設業法令遵守ガイドライン」の指導等

も反映し、従前､建設業者間において法令違反意識のなかった残工事のサービス処理や

安全協力会費の強制徴収のトラブルが表面化しているものと推察されます。

「相手方の失踪等」や「相手方の倒産等」による不払い件数は２～３％と例年少ない

ですが、これらは主として零細事業主が事業資金を他に流用したりして資金繰りがつか

ず倒産に至る事態で、ほとんどの場合代金回収困難か、不可能となる事案です。
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「その他」１０．１％では、工事施工をめぐるトラブル等で工事を中断・現場離脱し

たところ、元請から支払を拒否されたという事態など他の類型では区分できない様々な

原因が含まれています。

（３）元・下間のトラブル当事者請負階層別件数

表５は元・下間のトラブル当事者請負階層別件数ですが、下請業者の中でも１次下

請、２次下請、３次下請をあわせると約８６％と大きな割合を占めています。

これは、件数の多い小規模工事における１次下請や２次下請などの存在が大きく影響

しているものの、２次・３次の下請間のように、２次が上位１次から請負代金を貰えな

いから３次に支払えないとする不払いの連鎖が増加している等重層下請構造から生ずる

問題も考えられます。

表５ 元・下間のトラブル当事者請負階層別件数

令和５年度 令和４年度

件数 構成比％ 件数 構成比％

1 １次下請 366 34.8 310 35.1

2 ２次下請 283 26.9 258 29.3

3 ３次下請 253 24.0 193 21.9

4 ４次下請 113 10.7 91 10.3

5 ５次下請 28 2.7 28 3.2

6 ６次下請以下 8 0.8 1 0.1

7 その他 2 0.2 1 0.1

合計 1,053 100.0 882 100.0

（４）建設工事業種別件数

表６は建設工事業種別件数です。センターへの相談は２９業種のうちさく井、清掃

施設工事を除くほぼ全業種に亘り、その割合はとび・土工・コンクリート工事

２１．４％、内装仕上工事１３．６％、管工事９．５％、電気工事９．３％、塗装工事

９．０％、大工工事８．８％、解体工事７．１％の順で多くなっています。土木一式と

建築一式は、総合工事であることから発注件数が多い割に相談件数は少なくなっていま

す。

専門工事の中でとび・土工・コンクリート工事が最も多い要因としては、一般的な土

木・建築工事において下請工事となることが多く、とび工事・土工事・コンクリート工

事が業種の分類上一括りにされていることに起因しています。

また、内装仕上工事は店舗、事務所等の工事のほか、近年マンションの室内リフォー

ム工事が増加してきており、そこでの現場環境がトラブル等を生じさせているものと推

察されます。
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表６ 建設工事業種別件数

令和５年度 令和４年度

件数 構成比％ 件数 構成比％

1 土木一式工事 7 0.4 14 0.9

2 建築一式工事 46 2.9 87 5.7

3 大工工事 141 8.8 102 6.7

4 左官工事 24 1.5 13 0.9

5 とび・土工・コンクリート工事 343 21.4 343 22.4

6 石工事 2 0.1 3 0.2

7 屋根工事 19 1.2 18 1.2

8 電気工事 149 9.3 132 8.6

9 管工事 153 9.5 127 8.3

10 タイル・れんが・ブロック工事 38 2.4 24 1.6

11 鋼構造物工事 19 1.2 20 1.3

12 鉄筋工事 12 0.7 19 1.2

13 舗装工事 5 0.3 9 0.6

14 しゅんせつ工事 1 0.1 0 0.0

15 板金工事 6 0.4 5 0.3

16 ガラス工事 1 0.1 1 0.1

17 塗装工事 145 9.0 139 9.1

18 防水工事 50 3.1 31 2.0

19 内装仕上工事 218 13.6 204 13.4

20 機械器具設置工事 23 1.4 25 1.6

21 熱絶縁工事 7 0.4 5 0.3

22 電気通信工事 13 0.8 27 1.8

23 造園工事 11 0.7 5 0.3

24 さく井工事 0 0.0 0 0.0

25 建具工事 10 0.6 9 0.6

26 水道施設工事 5 0.3 6 0.4

27 消防施設工事 7 0.4 2 0.1

28 清掃施設工事 0 0.0 0 0.0

29 解体工事 114 7.1 114 7.5

99 その他・不明 35 2.2 44 2.9

合計 1,604 100.0 1,528 100.0

（注）建設工事の種類は、建設業法第２条の別表第１の上段に掲げる 29業種である。
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５．相談業務の今後の課題

（１）広報活動の充実・強化

適正化センターの相談件数は年間千数百件もの多数に上っていますが、これまでの広

報活動はホームページでの案内、関係機関へのリーフレット配布、建設業取引適正化推

進月(期)間等での周知により実施してきており、その成果と考えられます。

適正化センターの相談には、駆け込みホットライン等のほか、下請かけこみ寺、労働

基準監督署、公正取引委員会等各関係機関からの紹介も相当数見られます。

これら他の関係機関との連携を図っていくことは、今後における適正化センターの実

効ある相談業務を遂行するためにも重要な課題となっており、引き続き相談事業の幅広

い広報活動の推進を図っていく必要があると考えています。

また、東京・大阪の２ヶ所において相談に対応できる体制としていることを踏まえ、

効率的・効果的な制度運用が図られるよう、相談者の地域に応じた利用を促す周知もし

ていく必要があると考えています。

（２）相談体制の充実・強化

適正化センターの相談事案は建設工事の請負契約をめぐるトラブルを対象にしている

ことから「相談者毎に異なる多種多様な事情」や、「相談者自身の建設業法等関係法令

知識の程度も様々」であるため、その対応に時間を要し通常で２０～３０分、なかには

1時間程度を要するなど個別事案への丁寧、適切な対応のための専門的な知識・ノウハ

ウが必要となっています。

最近の相談内容では、請負契約上のトラブル相談以外の関係法令相談や請負契約方

法、さらには事業経営上の判断や指導を求めてくる事案も増えてきています。

これらの幅広い相談事案への対応のためには、建設業法、民法等関係法令の知識はも

ちろん、相談者の抱える相談内容の事実関係を適切に把握するための幅広い業界知識の

習得、また相談者の心情をも理解した懇切丁寧な問題解決等の方向性へのアドバイスが

求められてきており、それらの要請に応えるための相談員や相談指導員の確保等相談対

応体制の充実・強化を図っていく必要があると考えています。

あわせて、適切な相談業務実施のため、業務処理の効率化、合理化を図っていく必要

があると考えています。
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